
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

Press Release 
三重労働局 

三重労働局雇用環境・均等室 

監理官   田村 英紀 

指導係   石川 舞 

電  話 ０５９－２６１－２９７８ 
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三 重 労 働 局 発 表  

令和３年１１月８日（月） 

午 前 1 0 時 解 禁  

プラチナくるみん認定、くるみん認定通知書交付式 
 

日時：令和３年１１月１６日（火）午前１１：００から 

 

場所：株式会社安永  

厚生館２階 会議室 

（伊賀市緑ヶ丘中町３８６０番地）  

    

株式会社安永（伊賀市）に対して 

次世代育成支援対策推進法に基づき、 

プラチナくるみん、くるみんＷ認定 

このたび、三重労働局（局長 西田 和史）は次世代育成

支援対策推進法に基づくプラチナくるみん認定、くるみん

認定企業として、株式会社安永（代表取締役社長 安永 暁

俊）を令和３年１０月１３日付けで認定いたしました。 

プラチナくるみん認定企業は県内で５社目となります。 

 

 

 

取材をご予定いただける報道機関の方は、１１月１５日（月）正午までに、 
上記担当までご連絡をお願いいたします。 
 

三重労働局では、下記のとおり認定式を行います。 

当日の取材をよろしくお願いいたします。 
 



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

株式会社安永 
（プラチナくるみん、くるみんＷ認定：令和３年１０月認定） 

  

所在地：伊賀市  

業種：製造業 

代表者：代表取締役社長 安永 暁俊 

社員数：６５１名（うち女性労働者４３名）              

 

行動計画期間内でプラチナくるみん認定基準、くるみん認定基準を満たし、以下を

達成。 

 

・女性の管理職登用を目指したキャリアアップセミナー等を実施。 

・子の看護休暇の対象年齢を法を上回る中学校就学前までに拡大。（法定

では小学校就学前） 

・年次有給休暇の計画的取得制度の導入や在宅勤務の実施による、働き方

の見直しに向けた取組。 

・育児休業および育児を目的とした休暇の取得率が男性社員83％、女性

社員100％を達成。 

 

認定企業の主な取組内容 

「くるみん」は子育てサポート企業を示すマークです 

厚生労働大臣は、一般事業主行動計画の策定・届出を行い、その行動計画に定めた

目標を達成するなどの一定の基準を満たした企業を「子育てサポート企業」として認

定（くるみん認定）しています。 

くるみん認定を受けた企業がさらに高い水準の取組を行い、一定の基準を満たすこ

とで特例認定（プラチナくるみん認定）を受けることができます。 

認定を受けた企業は、マークを商品、名刺、広告、求人票などに付けることがで

き、企業のイメージアップや優秀な人財の確保、定着などが期待できます。 

 

プラチナくるみん認定、くるみん認定とは 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 医療法人凰林会 津市 ２０１４年・２０１７年

21 三重交通株式会社 津市 ２０１５年

22 東海住電精密株式会社 菰野町 ２０１５年

23 社会福祉法人青山福祉会 伊賀市 ２０１５年・２０１８年

24 医療法人社団プログレス 菰野町 ２０１５年

25 三重金属工業株式会社 津市 ２０１５年

26 株式会社松阪鉄工所 津市 ２０１６年・２０１９年

27 株式会社UL Japan 伊勢市 ２０１７年

28 ※　株式会社アレクシード 津市 ２０１７年

29 ※　井村屋グループ株式会社 津市 ２０１８年

30 生活協同組合コープみえ 津市 ２０１８年

31 株式会社マスヤ 伊勢市 ２０１９年

32 日本ハム食品株式会社 桑名郡 ２０１９年

33 ※株式会社山野建設 伊勢市 ２０１９年

34 国立大学法人三重大学 津市 ２０２０年

35 ※百五コンピューターソフト株式会社 津市 ２０２０年

36 株式会社伊勢福 伊勢市 ２０２０年

37 株式会社荏原風力機械 鈴鹿市 ２０２１年

38 社会福祉法人弘仁会 名張市 ２０２１年

 
 

 

 

令和 3年 10月現在 

令和 3年 10月現在 

※印は次世代育成支援対策推進法における努力義務企業 

 

No. 企業名 所在地 認定年

1 株式会社百五銀行 津市 ２０１６年

2 住友電装株式会社 四日市市 ２０１６年

3 河村産業株式会社 四日市市 ２０１７年

4 株式会社三十三銀行（旧（株）第三銀行） 四日市市 ２０１９年

5 株式会社安永 伊賀市 ２０２１年

1 株式会社三十三銀行(旧（株）第三銀行） 四日市市 ２００８年・２０１１年・２０１５年・２０１９年

2 株式会社百五銀行 津市 ２００８年・２０１１年・２０１６年

3 医療法人社団寺田病院 名張市 ２００９年

4 太陽化学株式会社 四日市市 ２０１０年・２０１２年・２０１４年

5 河村産業株式会社 四日市市 ２０１０年・２０１５年・２０１７年

6
一般財団法人食品分析開発センター

SUNATEC（ｻﾅﾃｯｸ）
四日市市 ２０１１年・２０１３年

7 住友電装株式会社 四日市市 ２０１１年・２０１４年・２０１６年

8 名張近鉄ガス株式会社 名張市 ２０１２年

9 井村屋株式会社 津市 ２０１２年・２０１６年

10 株式会社ZTV 津市 ２０１３年

11 社会福祉法人風薫会 四日市市 ２０１３年・２０１７年

12 社会福祉法人斎宮会 多気郡 ２０１３年

13 ※ 株式会社丸八土建 多気郡 ２０１３年

14 上野キヤノンマテリアル株式会社 伊賀市 ２０１３年

15 株式会社安永 伊賀市 ２０１３年・２０２１年

16 学校法人高田学苑 津市 ２０１４年

17 ヤマモリ株式会社 桑名市 ２０１４年

18 有限会社ケアリゾート 志摩市 ２０１４年

19 ※　日本土木工業株式会社 南牟婁郡 ２０１４年

No. 企業名 所在地 認定年No. 企業名 所在地 認定年


